






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の解釈については、Rufer ＝ Halbach ＝ Schimikowski, Versicherungsvertragsgesetz, ２００８, １７８ 
Rdnr. １２ & １９。
保険金請求訴訟における証明責任についての一考察（村上）
４．保険者側の立証負担の軽減　―保険金請求者の主張・立証すべき事実
　既に述べたとおり、事故の偶然性については、事故が被保険者の故意等によって
招致されたことを保険者側が立証しなければならないとして、保険金請求者は請求
原因事実として何を主張し、立証すべきなのか。事故の偶然性について保険金請求
者が証明責任を負うとした場合には、その証明軽減の必要性が議論されるのと同様
に４５、事故の偶然性（事故が被保険者の意思に基づかないこと）が消極的事実であ
るため立証が困難であることから、保険者の立証負担の軽減も具体的に考える必要
があるはずである。最高裁はこの点について、車両保険の盗難事案において、盗難
事故（＝占有者の意に反する第三者による財物の占有の移転）の発生という事実の
うち、「自己の意に反して」という主観的要素については保険者において免責事由
として主張立証すべきであるが、「占有の喪失＝第三者が車両をその所在場所から
持ち去ったこと」という客観的要素＝外形的事実については保険金請求者が主張立
証すべきであるとした（上記最判平成１９年４月１７日）。さらに、外形的事実につい
ては、「被保険者の占有に係る被保険自動車が保険金請求者の主張する所在場所に
置かれていたこと」及び「被保険者以外の者がその場所から被保険自動車を持ち
去ったこと」という事実を、合理的な疑いを超える程度にまで立証しなければなら
ないとした（上記最判平成１９年４月２３日）。これらの判決は、被保険者の故意につ
いては保険者に証明責任を負担させる一方で、盗難の外形的事実という証明困難な
事実について保険金請求者に証明責任を負担させ、さらにその証明度を軽減しない
こと（合理的な疑いを超える程度の証明度を要求すること）を明確にすることで、
当事者間の公平をはかったものと評価できる。
　このように、証明を要するとされる事実について、その主張・立証過程を細かく
分けることで、一方の立証の負担を軽減し、両当事者間で立証責任を公平に配分す
るという手法は、従来の民事訴訟の他の紛争類型においても、その妥当性が主張さ
れていたところである。例えば、安全配慮義務違反の事実に関する主張・立証責任
については、最高裁は、国の国家公務員に対する安全配慮義務違反を理由として国
に対し損害賠償を請求する訴訟においては、原告が、右義務の内容を特定し、か
つ、義務違反に該当する事実を主張・立証する責任を負うとした（最判昭和５６年２
月１６日民集３５巻１号５６頁）。これによれば、債務不履行の場合の帰責事由の立証責
９３
４５ 中山＝上田＝森脇・前掲論文（注４３）５１頁、松本・前掲論文（注６）６７３頁以下等。
任は使用者側が追うことになり、それ自体は学説においても支持されているところ
である。しかし問題は、安全配慮義務違反の責任を基礎付ける事情のうち、いかな
る範囲の事実を債務不履行である義務違反を構成する事実として労働者側が主張・立
証すべきか、そしていかなる事実は帰責事由に関する事実として、使用者側の主張・
立証責任に属することになるのかを明らかにすることであり、この点について最高
裁が何も述べていないことから、学説において議論されているところである４６。基本
的な立場としては、安全配慮義務を認める法の趣旨によって定められるべきその実
体的内容ないし性質、および労働者と使用者側との立証の負担の公平の観点から決
定されるべきであるとされている４７。この場合、義務違反の主張・立証責任を厳格
に解すると、義務者（使用者）の帰責事由を主張・立証することを被害者である労
働者側に要求するに等しく、当事者間に情報・資料収集能力の格差が存する事案
（上記の最高裁判決の事案は、航空自衛隊所属のヘリコプター事故で死亡した隊員
の遺族が原告となって国を相手に損害賠償を請求した事案）で、原告側に安全配慮
義務の内容を特定し、その義務違反の具体的事実の主張・立証を要求することは、
原告にかなり酷であるとして、最高裁の判旨を批判する立場もある４８。また、医療
過誤訴訟や公害訴訟においても、過失や因果関係について、立証負担の軽減をめ
ぐって様々な議論が展開されているところであるが、一般の不法行為事件の場合に
は、民法７０９条のみに依拠して要件事実論が展開されているため、文言が抽象的す
ぎて、事実認定の目標として不十分であるとされている４９。このことから、過失に
関する事実を当事者にどの程度主張させるべきかが、立証負担の軽減との関係で議
論されてきたのである。具体的には、医療過誤訴訟において、医師の治療行為に過
失があったことは患者側に立証責任があるとしても、過失を根拠づける具体的な事
９４
筑波法政第５１号（２０１１）
４６ 松本博之「安全配慮義務違反に関する証明責任の分配」中野貞一郎ほか編『民事手続法
学の革新：三ヶ月章先生古稀祝賀＜中巻＞』３７１頁（有斐閣、１９９１）、３８０頁以下、小林秀之
［判批］民訴法判例百選Ⅱ２７９頁（有斐閣、１９９８）他。
４７ 竹下守夫［判批］民商８６巻４号８１頁（１９８２）、９２頁以下参照。
４８ 松本・前掲論文（注４６）３８０頁。小林・前掲判批（注４６）２７９頁は、被害者側が、安全配慮
義務の前提となる法律関係と被害者に傷害を負わせた事故の存在を主張・立証したなら、使
用者側が具体的に安全配慮義務を尽くしたことの主張・立証責任を負うとする。ただこの立
場に対しては、事故の存在が証明されただけで他の事情は存否不明である場合に、使用者
に損害賠償を命じてよいとすると、安全配慮義務違反を損害賠償請求権の発生要件とする
法の趣旨に合致しないとの批判がされている。竹下・前掲判批（注４７）９５頁。
４９ 納谷廣美『演習民事訴訟法』（創成社、２００５）９１頁。保険金請求事件は契約型訴訟といえる
が、保険事故の発生という要件事実が、それだけで独自に明確な攻撃防御の目標になりうる
かどうかは疑わしいことから、むしろ不法行為事件に近い訴訟類型といえるのではないか。
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実については、ある程度被告である医師側に主張させるべきであるとの見解もある５０。
いずれも定説となるには至っていないものの、証明が困難な事実について、一方当
事者にのみ立証の負担を課すのではなく、主張・立証過程を細分化することにより
証明責任の公平な分配を試みるという点に、複雑化する現代の民事訴訟において、
裁判の適正や迅速、当事者間の公平という民事訴訟の理念をできる限り追及しよう
とする姿勢が垣間見えるのである。
　保険請求訴訟においても、保険事故の発生という抽象的な要件事実を、より具体
的な事実に細分化し、保険金請求者が外形的・類型的に偶然の事故であることを主
張・立証し、これに対して保険者が故意による事故であることを主張・立証すると
することは、この民事訴訟の理念にも合致すると思われる。そしてこの考え方は、
事故の偶然性を保険金請求者に課すという立場が主張していた、保険金請求者側の
立証責任の負担の軽減の考え方と、結論においてさほど異なるところがないように
も思われる。すなわち、この立場にたっても、証明度の違いはあるとはいえ、一応
の推定という理論を介して、保険者側にも故意による事故招致についての証明が課
せられているからである５１。最高裁が盗難事案において示した理論は、それ以外の
保険契約においても採用されるべきであり、今後は、個々の事案において、保険事
故の概念をどの程度具体的な事実としてとらえ、当事者間の公平という観点から証
明責任の分配を考えるかを、さらに検討する必要があると思われる。
　なお、傷害保険契約において、本稿で検討している「偶然性」と並んで、保険事
故の一要素とされている「外来性」の意義及びその立証責任についても、最高裁は
９５
５０ 過失概念そのものが不特定概念であるから、過失を事実問題ではなく、法規・経験則と同
様な法律問題として把握し、過失の証明については当事者には証拠提出責任（主観的証明
責任）があるにとどまり、客観的証明責任の問題は生じないとすることで、裁判所が当事
者の主張立証活動に制限されずに裁判しうる余地を認める手続法理の必要性を説くものと
して、納谷・前掲書（注４９）９３頁参照。
５１ 藤田哲「車両保険金請求事件の立証責任と立証方法」法政論集（名大）２２７号７３頁以下
（２００８）、１０７頁注（８）も同旨。松本博之＝上野泰男『民事訴訟法［第６版］』４１６頁（弘文
堂、２０１０）は、「一般に人は自ら自分を傷つけるものではないという人の自己保存本能に基
づく経験則が存在し、これは事故の偶然性についても適用される。それゆえ、保険金請求
者が外形上事故を想起させる傷害を明らかにする事実を証明すれば、差し当たり偶然性の
証明として一応十分であり、保険者が事故の偶然性を争うためには故意による傷害事故で
あることについてのまともな疑念を理由づける事実を主張＝証明しなければならない」と
する。松本・前掲論文（注６）６７３頁以下も参照。また、竹濱・前掲判批（注８）１０９頁は、
保険金請求者が外形的・類型的に偶然の事故であることを証明するのは、実際には保険事故
発生の説明義務として履行される内容とほぼ同じであるとする。滝澤・前掲判批（注１７）８
頁も参照。
平成１９年に相次いで判断を示している。最高裁平成１９年７月６日判決（民集６１巻５
号１９５５頁）では、災害補償共済規約が、「被共済者が急激かつ偶然の外来の事故で
身体に障害を受けたこと」を補償費の支払事由と定め、これとは別に「被共済者の
疾病によって生じた傷害については補償費を支払わない」との規定を置いている場
合、補償費の支払を請求する者は、被共済者の身体の外部からの作用による事故と
被共済者の傷害との間に相当因果関係があることを主張、立証すれば足り、上記傷
害が被共済者の疾病を原因として生じたものではないことを主張、立証すべき責任
を負わないとした。その後下された最高裁平成１９年１０月１９日判決（判時１９９０号１４４
頁）においても、同様の判断が示された（本事案においては、保険約款に疾病免責
条項はなかったが、最高裁は、疾病によって生じた事故も外来の事故に含まれると
判示した）。最高裁は、規約の文言や構造に照らして、外来性の意義に疾病の影響
を含めず、保険金請求者は疾病の影響の不存在を立証すべき責任を負わない（疾病
の影響の問題を抗弁と位置づけ、保険者にその立証責任を負わせる）とした。この
考え方は、外来性の定義を分析することによって立証の負担を当事者間に公平に分
配するものであり、偶然性の立証責任について展開されてきた一連の最高裁判決の
流れに従うものと評価できる５２。
９６
筑波法政第５１号（２０１１）
５２ 最高裁のこの判断をして、一般的な契約者の理解の観点からの簡明かつ素直な解釈に一
致すると指摘するものとして、中村心［本件調査官解説］曹時６２巻３号８０５頁（２００８）、８１６
頁、竹濱修［本件判評］リマークス３７号１０８頁（２００８）、１１１頁。白井正和［本件判評］法協
１２５巻１１号２６２２頁（２００８）、２６３２頁等も参照。疾病起因性は保険金請求者によるコントロー
ルが困難な事情であるのに対して、保険者側は疾病の影響に関するデーターを収集するこ
とで、免責されるべき事例を適切に絞り込み、あらかじめそれらを約款の免責条項に盛り
込んだり保険料を引き上げることで事前に対処することが可能であると指摘するものとし
て、榊素寛［本件判評］判例評論６０４号（判時２０３６号）１２頁（２００８）、１９頁参照。また、こ
れら二つの最高裁判決と傷害保険契約における「偶然性」の立証責任について判示した平
成１３年最判との整合性については、以下のような説明がなされている。すなわち、偶然性
要件については、偶然の事故と故意や自殺行為によって生じた傷害とは両立しない関係に
あるため、偶然性要件を充たした場合には故意免責条項を重ねて判断する必要はなく、同
条項は確認的注意的規定と解され、偶然性＝故意でないことは請求原因事実として保険金
請求者に立証責任が課せられる（故意であることは請求原因の積極否認と位置づけられ
る）。これに対して、外来性要件については、外来性要件を充たすことと、疾病免疫条項に
該当することは両立する余地があり、後者については保険者が立証責任を負う抗弁とされ
る。このように外来性要件と偶然性要件ではその構造が違うことが最高裁の判断枠組みの相
違に理由であり、両者は矛盾するものでも、また判例変更でもない（中村・前掲解説、８１８頁、
同・ジュリスト１３５１号１０９頁（２００８）参照）。しかし、傷害の３要素の１つである外来性要件に
ついて、このような判決がだされたことによって、平成１３年判決の理論の不当性がより際
だってみえるのであり、やはり偶然性の要件についても、平成１６年以降に示された損害保険
についての一連の判例や外来性要件についての最高裁判例に則して考えるべきであろう。
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Ⅳ　結びにかえて　保険金請求訴訟における審理のあり方
　以上最高裁の判例を中心に、保険金請求訴訟における偶然性の証明責任について
検討してきたが、保険金請求事件は通常の訴訟と比べて以下のような特徴があると
思われる。すなわち、通常立証負担の軽減が必要とされる訴訟類型においては、証
明責任を負担する側の当事者の相手方に証拠が集中する、いわゆる証拠の偏在の結
果として、相手方に証明責任を一部負担させる、あるいは何らかの協力義務（主張
責任や事案解明義務、証拠提出義務等）を課すことにより、証明負担の軽減を図る
ことが企図される。この場合、証明責任を負わない相手方は、このような負担や義
務を課されても、証拠が自らの手中にあるために、それほどの負担とはならないと
いえる。これに対して保険金請求事件においては、事故の偶然性や盗難の事実な
ど、当事者のいずれに証明責任を課しても、依然として証明が困難である。確かに
保険会社は調査能力や間接事実の積み上げのノウハウなどを有しており、保険金請
求者に比べて証拠収集能力の点で優位な地位にあるといえる。しかし他方で、事故
自体は保険金請求者（被保険者）の支配領域で生じたものであり、詳しい事情はな
かなかわからないというのも実情であろう。そうであるからといって、真偽不明で
あるとして証明責任の分配に従い裁判をすることは極力回避するべきであり、（客
観的）証明責任を用いずに審理を尽くすことこそが、不正請求の防止につながるの
ではないかと考える。そのためには、証明責任の所在にかかわらず、関連する証拠
（訴訟資料）はできるだけ提出されるべきであり、立証負担の公平な分配とともに、
早い段階での争点の明確化等による審理の充実化・迅速化という要請をも考慮しな
がら、保険金請求事件における審理のあり方を考えていくべきである５３。
　この点、保険会社は、保険金支払を求めて訴えが提起される前に、既に不正請求
を疑いある程度の調査を済ませていることが予想される。そうすると、保険会社側
がこれらの情報を訴訟の早い段階で積極的に提供することは、充実した審理という
意味で重要であり、事故の偶然性についての証明責任が保険会社側に課されていれ
ば、それらの証拠が速やかに提出されることも期待できる５４。一方で、保険金請求
９７
５３ 藤田・前掲論文（注５１）７３頁以下は、保険事故の類型ごとに請求原因事実と抗弁事実を具
体的に分析し、当事者の主張・立証すべきテーマを具体的に特定すれば、これらの要証事実
の存在を推認させる数多くの間接事実の中から裁判官が経験則により合理的に事実認定し
ていくことによって、適正な審理が可能となるとする。
５４ 中山＝上田＝森脇・前掲論文（注４３）５５頁以下参照。
者の側でも、事故の偶然性について証明責任を負っていないとしても、事故の偶然
性についての外形的事実については主張・立証責任を負っているのであるから、事
故の態様等をできるだけ詳しく請求原因事実の中で主張する必要がある。保険金請
求訴訟においては、両当事者の側にそれぞれある証拠をできるだけ審理の場に提出
し、それに基づいて丁寧に事実認定をしていくことこそが重要であり、証明責任の
分配を考える際にも、立証の対象となる要件事実を具体的な事案にあわせて細分化
することにより、当事者間の公平が図られ、適正な事実認定による事件の解決が可
能になると思われる。確かに、自由心証主義の下では、経験則に基づいて事実上の
推定を重ねていくという作業を繰り返すことには、事実認定を不透明にしてしまう
おそれが常にある。それゆえに、具体的な事案ごとに重要な間接事実が何か、それ
を支える証拠は何か、そして具体的な立証活動は当事者間でどのようになされるべ
きか等を、争点整理手続において明らかにすることが適正な事実認定、ひいては充
実した審理を尽くすためには不可欠であり、そうすることで平成１３年判決が重視し
た、不正請求の防止、保険制度の健全性の確保、そして誠実な保険加入者の利益の
保護が可能になると思われる５５。そして保険金請求訴訟におけるそのような試み
は、証明が困難であったり、証拠が偏在している他の民事訴訟類型にも少なからず
影響を与えるであろう。
　〔本論文は、平成２１年度かんぽ財団調査研究助成金の成果（平成２１年６月脱稿）
に若干の加筆修正を行ったものである。〕
（人文社会科学研究科准教授）
９８
筑波法政第５１号（２０１１）
５５ 早くからこの問題に関心をもち、不当請求の認定にとって何が重要な間接事実かを明ら
かにする重要性を説くものとして、加藤新太郎「交通事故賠償・保険金の不当請求」判タ
６１９号２頁以下（１９８６）参照。
